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広 報 連 絡 
＜ 市 長 記 者 会 見 資 料 ＞ 

 
 

１ 件  名 

平成２９年６月定例市議会提出の主な議案（予算を除く。）について 

 

 ・岡山市市税条例等の一部を改正する条例の制定について（甲第８０号議案） 

 



記 者 会 見 資 料 

 

 

 

 

 

岡山市市税条例等の一部を改正する条例の制定について 

（甲第８０号議案） 

 
 
 

１ 改正理由 

   地方税法の一部改正に伴い、岡山市市税条例等を改正するものです。 

 

２ 主な改正の概要 

（１）固定資産税等の特例措置 

   わがまち特例（地域決定型地方税制特例措置） 

 

   ①企業主導型保育事業に係る固定資産税・都市計画税の特例措置 

    課税標準の特例割合を１／３とする。（参酌１／２） 

 

   ②家庭的保育事業、居宅訪問型保育事業又は事業所内保育事業（定員５人以下） 

    に係る固定資産税・都市計画税の特例措置 

    課税標準の特例割合を１／２とする。（参酌１／２） 

 

   ③緑化保全・緑化推進法人が設置する市民公開緑地に係る固定資産税・都市計画税

の特例措置 

    課税標準の特例割合を２／３とする。（参酌２／３） 

 

（２）県費負担教職員の給与負担事務の県から市への移譲に伴う税源移譲 

   個人市民税の税率を６％から８％に改正するもの。 

 

（３）軽自動車税に係るグリーン化特例の期限延長等 

   現行の措置について、重点化を行った上で２年間延長 

  

３ 施行期日 

  上記２のうち 

（１）公布の日から  （２）平成３０年１月１日   （３）公布の日から 

担当課名 税 制 課 

担当者名 課長 河野 清久 

連 絡 先 ８０３－１１６６ 

内線  ４２４５ 





企業主導型保育事業に係る固定資産税の課税標準の軽減（イメージ図）

【対象施設】
・平成28年4月1日以降に新たに設置され、H29.4.1～H31.3.31（補助開始対象期間）内に運営費の補助を受けた施設
（有償で借り受けている場合は対象外）

【対象期間】
・補助開始対象期間内で、最初に運営費の補助を受けた年の翌年度から５年度分が対象

（例１）

（例2）
　

（例３）

H31年度以降H28年度 H29年度 H30年度

補助開始対象期間（H29.4.1～H31.3.31）

H28年度中に運営を開始
し、運営費の補助を受けて
いる場合

H30年度中に運営を開始
し、運営費の補助を受ける
場合

H31年度中に運営を開始
し、運営費の補助を受ける
場合

年　度

軽減割合で課税 （１／３に軽減） H30年度～H34年度

設置 運営開始

運営開始

運営費

補助

軽減割合で課税 （１／３に軽減） H31年度～H35年度

運営開始

運営費

補助 軽減措置の対象とならない！

運営費

補助

運営費

補助

設置

設置

※毎年1月1日に、引き続き運営費の補助を受けていることが要件。

（運営費は毎年申請が必要）

※固定資産税の賦課期日は1月1日のため、1月～3月の間に最初の運営費の補助を受けた場合は、翌々年度からの軽減となる。
（H30.2.15に運営費の補助を受けた場合は、H31年度から5年度分軽減。）


